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研究成果の概要（和文）：　本研究では、児童生徒が主体的、具体的にいじめ問題を話合い、解決策を考えるこ
とができるいじめ防止プログラムの開発に関して次の研究を行った。1)児童生徒が直面する学校生活等の人間関
係等の中で起こる様々な葛藤場面集の作成。2)小集団で行うゲーム的手法を生かしたいじめ防止プログラムの開
発。3)これらの普及及び、効果測定。
　まず、人間関係における児童生徒の葛藤場面集(教材)「いじめ対応アクションプラン」を作成し教職員研修に
活用した。葛藤場面からゲーム問題を作成し、ゲーム的手法を用いたいじめ防止プログラムである「人間関係向
上プログラム」を作成し、県内の小中学校で活用した。

研究成果の概要（英文）：In this research project, the following 3 steps were taken in order to 
develop a bullying prevention program that encourages students to discuss the problem of bullying 
initiatively and specifically and find its solution. 1) creating scenarios of various conflicting 
situations that students are likely to face in their school life 2) developing a bullying prevention
 program which provides various games that can be used in small groups 3) spreading the use of this 
program and evaluating its effects.First of all, Action Plan for Bulling Prevention, a textbook 
containing scenarios of various conflicting problems that students may confront in their 
relationship with others was created and used in the teacher training seminars.  Various types of 
problem-solving games for those conflicting situations were made and developed to be a bullying 
prevention program, Human Relation Improvement Program.  Then this program was utilized in primary 
schools and junior high schools in Ehime Prefecture.

研究分野：教育実践学

キーワード： いじめ防止プログラム　いじめ対応アクションプラン　人間関係向上プログラム　人間関係向上プログ
ラム教師用ハンドブック　いじめSTOPアカデミア　道徳科

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究で開発したいじめ防止ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは、既存の指導に比べ極めて実際的である。答えに正解を定めておら
ず、目的を正解を導出することではなく話し合う過程を重視することとしている点がポイントであり、道徳的判
断力の育成にもつながる。また、本教材は短時間での活用が可能であり、時間確保しづらい学校現場に導入可能
である。
　本研修で作成したプログラムは、ｹﾞｰﾑ的手法を導入したことで、児童生徒は興味を持って積極的に取り組む。
また、新たな価値と出会い、他者への理解や自己の考えを深め、児童生徒の自己決定力、思考力、判断力、表現
力を高める効果がある。また、教職員研修での活用により教師力向上につながる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）いじめ対策の動向 
国立教育政策研究所の生徒指導リーフ「いじめのない学校づくり」（2013.10）では、いじめの
未然防止のプログラム化を推奨し整備を求めているが各学校では十分に対応できていない。い
じめの問題について学校では、主に道徳の時間や学級会、集会活動等で扱うこととなっている。
白松(2014)は特活の時間を活用したポジティブゴールを用いたいじめ予防プログラムを開発し
成果を得たが、内容の精選、カリキュラム上の位置付けを課題に挙げた。 
（2）これまでのいじめ防止プログラム 
これまで学校にはグループエンカウンター、ピアサポート活動、ソーシャルスキルトレーニン
グ、アサーショントレーニング等の開発的アプローチが紹介されてきたが、教師の指導上のスキ
ル、時間確保に課題があり浸透していない。また、学校では具体的場面での行動を検討する学習
はほとんど行われておらず、いじめ等の具体的場面でおこる児童生徒の不安や葛藤の解消、行動
化にはつながりにくい。防災ゲーム「クロスロード（以下、クロスロードという）」は、防災等
に関する取組におけるジレンマを自分のこととして考え、相互に意見を交わす集団ゲームであ
る (矢守 2005) 。今、このゲームが各分野で応用されてきつつあるが、学校教育分野、特にいじ
めに関するテーマを作成された事例はない。 
 
２．研究の目的 
〔研究１〕葛藤場面を集めた資料集の作成とその研修効果について 
問題作成を行うにあたり児童生徒が直面する学校生活等の人間関係等の中で起こる様々な   
葛藤場面を集めた資料集(教材)の作成を行う。これらを使用した研修を通して、教職員の資質
向上を図る。 
〔研究２〕いじめ防止プログラムの作成とその効果について 
本研究では、児童生徒が主体的、具体的にいじめ問題を話合い、解決策を考えることができる
いじめ防止プログラムを開発する。これは、小集団の中で、個人の意思表示をした後に考えを交
流しよりよい行動とは何かを、ゲーム的手法を生かし、いじめ場面での判断力を高めようとする。 
 
３．研究の方法 
〔研究１〕 
(1)各学校で実際にあった児童生徒が直面する学校生活等の人間関係等の様々なトラブル・い
じめについて M市の全小中学校に対して調査を行い、実例を集める。 
調査方法は、各校で実際にあった人間関係等のトラブル・いじめについて各校生徒指導
主事が取りまとめ、その中から特徴的な内容のものを数事例、提出してもらう。その際、児
童生徒が特定されたり、個人情報が漏れたり、プライバシーが侵されたりすることのないよ
うに配慮する。 
(2)M 市教育委員会と連携して「M市いじめ対応アクションプラン作成委員会」を発足し、まず
それを「学校生活」「校外学習等」「登下校中・放課後」「児童クラブ」「部活動」「塾習
い事」「ＳＮＳ等」「家庭生活全般」のカテゴリーに分類・整理する。 
(3)これを「事例の概要」「当事者の背景」「関係児
童生徒の葛藤」「保護者等の状況」「学校の初期対
応」「保護者の反応」「結果」「事例を振り返って」
等について、簡潔にまとめる。 
(4)教師向けのいじめ問題葛藤場面、及び事例ワーク
シート（図 1）を作成し、それらを集めた冊子を作
成する。 
(5)各学校、教育委員会等でこれを使った研修講座を
実施し、効果を測定する。 

〔研究 2〕 
(1)葛藤場面集から、「ゲーム的手法を用いた話合い」
に使用できる問題文を多数作成する。 
(2)これを「人間関係向上プログラム作成委員会（H28
いじめ対応アクションプラン委員会）」委員が自校
等で実施する。問題の改善及び問題の選定を行い、
小学校 14、中学校 13に精選し、これらを集めて「人
間関係向上プログラム」（図 2）と称する問題集を開
発する。 
(3)各種研修会等で実施し、効果測定を行う。 
(4)教師用指導の手引き「人間関係向上プログラム・
教師用ハンドブック」を作成し、M市立小中学校の
教職員に配布し、プログラムの普及活動を行う。 

（図１）「いじめ対応アクションプラン」のワ
ークシートの一部 



 
 

  
 

４．研究成果 
〔研究１〕 
「いじめ対応アクションプラン」を使用した M 市教育委員会の実施した若手教員を対象とし
たいくつかの研修会でアンケート調査・記述式調査を実施した結果、次の点に若手教員の意識の
変容が見られた。つまり、若手教員の多くはいじめ問題が解決できないのは、学級担任に主に責
任があるととらえていた。しかし、研修後、いじめ問題の解決の遅れは一概に学級担任に責任が
あるのではないととらえるようになった。その結果、学級担任が頑張りすぎるよりもチームで取
り組んで行く必要があるとの理解に至った。 
この意識の変容は、教師が必要以上に責任感を感じて個人で対応して問題解決を困難にした
り、教師がメンタルヘルスを害したり、問題を隠蔽したりすることへの防止につながるものと思
われる。いじめは人間関係が存在する場所では、必ず起こりうる可能性はあり、各専門家がそれ
ぞれの立場から冷静に見た見立てを述べ合うなどして、当該児童生徒にとってよりよい対応を
行う冷静さを再確認する結果を得た。 
〔研究２〕 
 「人間関係向上プログラム」の効果を測定するために、「人間関係プログラム作成委員会」委
員の在籍する学校において、児童生徒への質問紙調査、及び心理検査「社会的責任目標尺度（中
谷 1996）」「多次元共感性尺度（登張 2003）」、実際に授業を行った教師への質問紙調査を実施し
た。 
 対教師用質問紙調査においては、小中学校同様に、全回答者が「意欲的に活動できる」と回答
した。極めて高い数値を示したのが、「考えが広がる」「多様な意見を聞くことができる」であっ
た。「葛藤場面での判断力の変化につながる」「行動変容につながる」は 70％超の肯定率があっ
た。本プログラムは 1 つの問題を短学活等で継続的に実施していただくことを想定して作成し
ていることから、グループの成員、教師のまとめ方によって、結果にずれが生じたと考えられる。 
 対児童生徒質問紙調査においては、小中学生ともに、「他の意見をしっかりと聞くことができ
た」「楽しく参加できた」「他の意見を聞くことで自分の意見に自信が持てた」「他に自分の考え
を伝えることができた」の順で極めて高い肯定率を得た。また、「実際の場面で使えそうだ」「他
の意見を聞いて、自分の意見が変化した」について 80％超の児童生徒が肯定した。 
 つまり、このゲームを通して、本来一人で考え、判断し行動してきたこの手の事例を友人と省
察できたということである。この話合いを行ったことで、これまでは行動に移せなかった児童生
徒が、今後行動化できる可能性があるということである。また、多くの児童生徒が自分の考えが
変化した、実際の場面で使えそうだと述べており、今後の実生活において、同種の人間関係のト
ラブル、葛藤場面でこれまでとは違う積極的対応を行う可能性を期待させるものである。 
 子どもの人間関係場面で起こりうるありとあらゆる場面を網羅する問題を作成することは困
難であることから、様々な条件設定を変えた問題での話合いにより、考え方や行動の基準作りが
できるプログラムの作成が必要である。 
 一方、本プログラムを活用することで獲得できると考えた「社会的責任」や「共感性」につい
ては、効果を確認できなかった。これは、調査期間が 1ヶ月等に渡ったため、実施や調査の手続
きの不備があったと考えられる。また、このような短期間では対象とした力がこのような短期間
でそもそもはぐくまれない可能性もある。さらに、気付いてはいないが、他に効果があるかもし
れないことから、他の可能性を模索していきたい。 
今後も本研究を継続して実施し、人間関係のトラブルに悩む児童生徒、子どもの人間関係のト
ラブルに苦慮している先生方の支援となる本プログラムの改善、新プログラムの開発を行って
いきたい。 
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